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１．はじめに 

近年、文化財の保存技術として活用される茅葺技術は職人

の減少や葺替えコストの高さによる新しい屋根素材の導入な

どの要因で衰退の一途を辿っているが、オランダなどの海外

諸国では、茅材料は一般的な屋根材料として活用されている。

これは海外の茅葺市場が安定していて、日本に比べ安価に茅

葺工事が可能であるためと考える。茅葺屋根は、草屋根のた

め産業廃棄物をあまり出さないことや半永久的に材料を入手

できること、軽量にもかかわらず厚みがあるため防音性や断 

熱性に優れているなどのメリットがあげられるが、工事費が

高価なことと、工期が⾧いというデメリットがある。しかし

海外のように茅葺の市場を増やすことで、デメリットを軽く

する又はなくすことが可能となると考える 1)2)3)。茅葺市場を

増やしていくためにはまず国内の市場の現状を把握し、茅葺

工事の需給性の向上提案と茅葺の需要性の向上を図る必要が

ると考え、これを本研究の主軸とする。本研究の流れは図 1 

で示す。 

 

２．研究概要 

2.1 茅材料使用量の数値化における試験体測定実験 

屋根面積から茅材料使用量を算出するために、茅葺屋根の

試験体を用い実験を行う。表１に測定する試験体材料を示す。

茅材料は 2010 年度の研究に使用されたヨシ素材で根本や穂

先の割れが少なくカビのないものを使用した。ヨシ素材の根

元と穂先の向きをそろえ一般の葺き方と同様に根元部分を外

側にして葺き作業を行った。葺き面沿って単位面積(100 ㎜

×100 ㎜)の範囲の茅本数を測定する。表 3 に試験方法を示

す。表 4 から単位面積に茅が約 137 本あることが分かった。

結果より式(1)が導き出される。 本数値では値が大きすぎる

ため束の値で実験式を作成する。茅束断面から単位面積(100 

㎜×100 ㎜)の範囲の茅材料本数を測定すると約 149 本あっ

た。茅束の同心円上に 119,772.16 本あることから、値を式

(１)にあてはめ以下の式(2)を導いた。  

先行研究の論文から、茅葺屋根の厚みが平均 60 ㎝であるこ

とが確認された。これは、おおよそ茅束 2 本分の厚みである

ため、単位平面使用茅量 11.4 束を 2 回分葺いたと仮定し以下

の式(3)が導き出される 7)8)。この式を用い調査対象の茅材料

使用量を算出する。 
N1(屋根平面使用茅量[本])＝S(屋根面積[㎡])×137 万[本/㎡] …式(1) 

N2(屋根平面使用茅量[束])＝ 

S(屋根面積[㎡])× 11.4［束/㎡］ …式(2) 

N(使用茅量[束])＝S(屋根面積[㎡])×22.8［束/㎡］ …式(3)  

2.2 国内の茅葺材料の需要量調査 

式(3)を用い国内に現存する茅葺建築の材料使用量を調査  

表１ 使用材料(実験 1) 

分類 材料名 長さ[㎜] 厚み[㎜] 直径[㎜] 

測定対象 茅(ヨシ素材) 760 － 2～5 

試験体 

材料 

麻縄 16,800 － 3 

ベニヤ板 910、1,820 12 － 

棒材(木) 600 － 20 

スリムネジ 40 － 3.3 

木割れ解消ビス 25 － 3.8 
 

表２ 実験要因と水準(研究 1～3) 
 実験要因 水準 

研

究

1 

実

験

1 

茅葺屋根の使用

茅量の測定 
単位面積(100 ㎜角)あたりの茅本数[本数/㎟] 

茅葺屋根の使用

茅束量の算出 
茅葺屋根面積の平方根あたりの束量[束数/㎡] 

調

査

1 

茅葺建造物の 

分析対象物 

文化庁「国指定文化財データベース」に指定または

登録されている建造物(14,348 件)と保存地区(118 地

区)内にある建造物 

茅葺建造物の 

屋根分析情報 

①茅葺の有無、②屋根葺材、③屋根形状、④屋根勾

配、⑤屋根投影桁梁間[ⅿ]、⑥所在地(緯度/経度) 

調

査

2 

年間茅葺工事数

の評価分析対象 

「平成 28 年度 文化財建造物保存技術資料集」に記

載されている茅葺業者 8 社及びサイト運営している

茅葺業社 14 社 

茅葺業者の 

分析情報 
年間の茅葺工事受注数[件/年] 

研

究

2 

調

査

1 

茅材料生産場の

評価対象 

ふるさと文化財の森に登録されている茅場、他、現

在運営している茅場 5) 

茅場の分析情報 
各地域の茅場の面積[㎡]及び生産する茅種(ススキ素

材、カリヤス素材、ヨシ素材) 

調

査

2 

茅刈り時の労働

量分析対象物 

「平成 27 年度一般社団法人金ヶ﨑町産業開発公社事

業報告書」の茅刈り生産計画と生産実績 6) 

茅刈りの労働人

材の区分 

①技能士シルバー人材、②一般応募作業員、 

③機械投入作業 

茅刈り労働人材

の分析情報 
労働原単位[束/人・工] 

調

査

3 

茅材料の保管期

間分析の対象物 
アンケート協力茅葺業者(7 社)の保管庫 

茅材料保管の 

分析情報 

茅葺材料の保管庫の有無、規模[㎡]、収容茅束量

[束]、保管期間[年] 

研

究

3 

調

査 

材料輸送の 

評価分析対象物 

アンケート協力茅葺業者(7 社)の材料輸送時の使用

車種 

材料輸送使用 

車両区分 
輸送車両の使用頻度の順番 

材料輸送車両の

調査分析 

①車両の仕様、②最大積載量[㎏]、③使用燃料、④

最大積載束量[束] 

材料輸送時にお

ける環境評価の

算出内容 

トンキロ値([t・㎞])の CO2排出量[㎏-CO2/ｔ・㎞] 

 

表３ 実験項目と方法(研究 1)  
 項目 方法 

研

究

1 

調

査

1 

資料調査 
文化庁に指定又は登録されている(＝現存している)建造

物の中から茅葺建築の分類と分析 

実

験

1 

試験体 

作成 

ベニヤ板と木割れ解

消ビスを使い試験体

を組みたてる。押し

ぼこの換わりに 8 尺

(24.2 ㎝)間隔で、木

の丸棒(直径 20 ㎝)を

下にとめる。 

試験体 

測定方法 

茅の根元を外向きになるように試験体

に置き、茅を全て平行にならし麻縄で

縛り傾斜面から茅本数を測定する。

(測定結果：1 か所目 138 本、2 か所目

136 本)  
※1 マス：100 ㎜×100 ㎜→ 

 

表４ 屋根面積指数一覧 

 屋根形状区分 
屋根面積

指数 

 

① 
切妻造、越屋根、 

かぶと屋根 
1.00 

② 梁面が①と④ 1.05 

③ 梁面が①と⑥ 1.065 

④ 寄棟造 1.1 

⑤ 梁面が④と⑥ 1.135 

⑥ 入母屋造 1.17 
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図２ 文化庁のデータベースから算定した地域別使用茅束量(万束)

する。調査対象は、文化庁に指定・登録された建造物 14,495

件と保存地区 118 地区とする。茅葺きの有無、屋根形状、屋

根投影桁梁間、勾配などを調査し、式(4)から屋根面積を算出

する。屋根面積指数は表 4 に示す。算出された屋根面積を式

(3)にあてはめ、茅葺、仮葺を含めた使用茅束量を図 2 に示す。 

S(屋根面積[㎡]) 

＝屋根投影梁間[ⅿ]×屋根投影桁行[ⅿ]×2×屋根面積指数 …式(4) 

2.3 各茅葺業者の年間工事件数を勘案した葺替え調査 

茅葺建築の葺替えは平均で 20～30 年だが今日では 10 年に

なった話もある 9)。調査で確認された茅葺建造物の棟数をも

とに茅葺屋根の葺替え寿命を 10 年・20 年とし、調査で確認

された各地域の茅葺業者の年間工事数から葺替え周期を検証

する。茅葺業者の年間工事数は、工事実績を掲載している情

報を基にした。確認できなかった業者の工事数は、ヒアリン

グ調査を基に算出した最低限の工事数(5 件/年)をあてはめ、

地域ごとの年間工事数を導き出した。各業者の年間工事数を

図 3、検証結果を図 4 に示す。 

 

３．国内の茅葺き材料の供給量調査 

3.1 茅場の調査と労働量別の茅葺材料収穫量 

国内の茅材料供給率の調査をする。調査対象は所在置・規

模の情報を確認できた国内の茅場とする。茅材料は素材によ

って生産量がかわるため、国内で多く利用されるススキとヨ

シ素材の茅場面積分の生産量の実験式を作成した。以下に示

す。また材料生産に必要な労働量を調査するために事業報告

書 6)を基に各人材の労働原単位を作成する。図 5 に都道府県

ごとの茅場面積分の生産量に必要な労働量を示す。 
ススキ素材の生産量[束]＝茅場面積÷0.083[㎡/束] …式(1) 

ヨシ素材の生産量[束]＝茅場面積÷0.166[㎡/束]  …式(2)  

3.2 茅材料の貯蔵量 

保管期間を加味し茅材料の生産貯蓄量を算出する。茅葺業

者 7 社に茅材料の保管期間をアンケート調査した。各材料保

管期間を図 5 に示す。次に茅刈時の労働量を想定した場合と 

 
図３ 茅葺業者の業者数と各年間工事件数の総数 

 

 
a)屋根寿命(葺替え寿命)10 年の場合 

 
b)屋根寿命(葺替え寿命)20 年の場合※(a)の説明同様 

  屋根寿命 10 年 屋根寿命 20 年 

地域 葺き残し 葺替え可能数 葺き残し 葺替え可能数 

北海道・東北 0 棟 120 棟 0 棟 630 棟 

関東 80 棟 0 棟 0 棟 10 棟 

中部 200 棟 0 棟 0 棟 25 棟 

近畿 0 棟 108 棟 0 棟 468 棟 

中国・四国 80 棟 0 棟 0 棟 10 棟 

九州・沖縄 17 棟 0 棟 0 棟 153 棟 

図４ 茅葺業者の工事数を踏まえた葺替え周期の検証 
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図５ 地域別茅束生産可能量とそれに伴う労働量 

図６ 地域別茅材料保管期間 

 
地域 工事数[件/年] 地域 工事数[件/年] 

北海道・東北 42.2 近畿 36.4 

関東 10 中国・四国 10.5 

中部 25.8 九州・沖縄 17.7 

※備考：工事 1 件につき 1 万束消費したと計算する 

図７ 各茅葺業者工事数から算出した年間材料消費量 
 

表５ 想定する人材の労働原単位と労働量分の茅束生産量 

 
労働原単位 

[束/ 人・日] 

労働量を加味した場合の

生産量①※東北地域 

茅束生産可能量 

②※東北地域 

技能士 

シルバー人材 
32.7[束/人・日] 6,540 束 合計：

7,360 束 
1,142,857.1 束 

一般人材 8.2[束/人・日] 820 束 

備考：技能士シルバー人材の労働量…人材 10 人、作業日数 20 日 

一般人材の労働量…人材 10 人、作業日数 10 日 

 
・年間消費茅束数(Nc)= (茅葺業者 α1 社年間工事数[棟/年]+ 茅葺業者 α2 社年間工事数[棟 /年]+…)×10,000[束/棟]……式 1  

・年間生産可能束量(n)=茅場面積[㎡]×1/3.5[束/㎡]……式 2  ・労働量分の生産束量(nw)=7,360[束]※1……式 3  

・年間生産茅束量(N)=nwʷn (nw＞n)……式 4         ・最短保管期間貯蓄量(Wt1)={ NʷNc}×最短保管期間(T1)※2……式 5  

・最⾧保管期間貯蓄量(Wt2)={ NʷNc}×最短保管期間(T2)……式 6 

図８ 茅材料の保管期間と年間消費量を勘案した茅束貯蔵量(万束)

茅場の面積分茅刈した場合で茅束の生産量をだす。想定する

労働量は事業報告書 6)を参考に表 5 に示す。次に保管期間中

に消費する茅材料を算出する。確認された茅葺業者の工事実

績から年間材料消費量をだす。研究 1 から文化財 1 棟につき

消費される茅材料が平均で 1 万束であったため、茅葺業者の

工事 1 件につき 1 万束消費すると想定し、消費量を算出する。

業者の年間消費茅束量を図 7 に示す。以上の算出結果を踏ま

え茅束貯蔵量を導く。貯蔵量は、茅材料の保管期間(年)の間に

生産されて納入される茅束量と工事で消費される量を加減し、

最終的に残る茅束の量を算出する。尚、生産量については、

茅場の面積分加工できた量と労働量を加味した場合の量の 2

パターンを検証する。想定する労働量は、茅刈りの事業報告

書を基に、シルバー技能士人材 10 人、作業日数 20 日の労働

量と一般人材 10 人、作業日数 10 日の労働量分の生産量とし

た。労働量を表 5 にまとめる。保管期間内の茅束貯蔵量の算

出結果を図 8 に示す。 

４．茅葺材料輸送時の環境影響の評価 

4.1 各茅葺業者の材料輸送の実態・アンケート調査 

材料輸送時の環境影響を明確化することで、茅葺き文化の

社会的価値を評価する。茅葺き業者 7 社に材料輸送のアンケ

ート調査を行った。各業者が使用する車種の概要を使用頻度

順に表 9 にまとめる。また各業者の工事実績から現場までの

輸送距離を Googlemap で導き、現場経験のある地域の中で最

北端の地域、最南端の地域、工事件数の多い地域の輸送距離

をだし、トンキロ換算の CO2 排出量 10)を算出した。 

4.2 輸送範囲限定距離のトンキロ換算 CO2排出量 

茅葺業者のヒアリング調査やネット情報から確認された茅

葺業者 21 社の分布から材料輸送範囲を限定し CO2 排出量

0.915 0.78 0.78 0.66
1 1.25 1.5

4
3.66 3.66

3.33 3.37 3.41 3.5

0

2

4

6

北海道・東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

保
管

期
間

[年
]

最短保管期間 最⾧保管期間

42.2 

10.0 

25.8 

36.4 

10.0 

17.7 

0

20

40

60

年
間

消
費

量
[万

束
]

北海道・東北 関東 中部 近畿 中国・四国 九州・沖縄

-200

-100

0

100

200

300

茅
束

貯
蔵

量
[万

束
]

-140

-120

-100

-80

-60

-40

-20

0

茅
束

貯
蔵

量
[万

束
]

労働量分の生産量×最短材料寿命 労働量分の生産量×最⾧材料寿命 最大生産量×最短材料寿命 最大生産量×最⾧材料寿命

北海道・東北 
関東          中部          近畿        中国・四国      九州・沖縄  



工学院大学建築学部卒業論文梗概集 

田村研究室 2018 年度 

を従来の輸送距離と比較する。輸送範囲は茅葺業者の所在地

から 100 ㌔、200 ㌔圏内とした。尚、200 ㌔圏内で輸送でき

ない地域は近くの茅葺業者の輸送範囲を 300 ㌔に拡大し算出

する。業者のない四国地方は自動車道が通っている近畿・中

部地方の業者が工事すると考えるが、中部地方の茅葺業者は、

2 社しか確認できていないため九州地方の業者の輸送範囲を

中部地方に拡大した。これらの輸送範囲を図 6 に示す。限定

した輸送距離の範囲で従来と比較した CO2 排出量を出した

ものを図 7 に示す。CO2 排出量の算出には、トンキロ法を用

いた。輸送燃料ごとの CO2 排出係数と調査した各車種の燃費

を基に輸送車両ごとのトラック輸送原単位を作成した。この

輸送原単位にトンキロ値をいれてトンキロ換算の CO2 排出

量を導き出した。なお、本研究では、材料輸送の使用車種が

確認できた茅葺業者の CO2 排出量のみを検証した。 

 

５．まとめ 

各研究より以下の知見が得られた。  

1)国内の茅葺建造物は、福島県、⾧野県、岐阜県、島根県に 

多く分布することが分かった。各地域に現存する茅葺建築の 

葺替え周期は、屋根寿命を 10 年で検証すると葺替えできな 

い建造物が出るが、20 年の屋根寿命で考えた場合、国内の茅 

葺業者数で十分ライフサイクルを保てることが分かった。  

2)関東・近畿・中部・四国地方では、茅場面積分材料生産でき 

た場合でも消費量が生産量を上回る結果となった。労働量を 

加味した材料貯蔵量は、全ての地域がマイナス値を示した。  

3)各茅葺業者の材料輸送範囲を限定することで、年間の CO2 

排出量を削減できる業者が多くみられる結果となった。 
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図９ 茅葺業者の分布と限定した輸送範囲 

表６ 各茅葺き業者の材料輸送手段とその概要 
茅葺 

業者 

輸送車種(評価重量)

※使用頻度順 

最大輸送 

茅束量 

輸送 

総重量 

使用 

燃料 

トラック輸送原単

位 

U 社 

2t 平ロング(3.9t) 500 束 4.9t 軽油 0.079 ㎏‐CO2/t・㎞ 

4t ダンプ(5.9t) 350 束 6.6t 軽油 0.065 ㎏‐CO2/t・㎞ 

5.5t 平ロング(5.9t) 700 束 7.3t 軽油 0.065 ㎏‐CO2/t・㎞ 

10t 平ロング(11.9t) 1,000 束 13.9t 軽油 0.053 ㎏‐CO2/t・㎞ 

OK 社 

1.5t トラック(1.9t) 150 束 3.4t 軽油 0.130 ㎏‐CO2/t・㎞ 

2t ワイドロング(3.9t) 300 束 6.9t 軽油 0.079 ㎏‐CO2/t・㎞ 

10t トラック(9.9t) 700 束 16.9t 軽油 0.064 ㎏‐CO2/t・㎞ 

※備考：調査した 7 社中の最南北の茅葺業者のデータを載せる  

 

 

  
業

者 

輸送 

範囲 

現

場 
総量  距離  トラック輸送原単位 CO2 排出量 

U

社 

従来 
① 4.9t×0.8 万㎞×0.079 ㎏‐CO2/t・㎞ 3.009t‐CO2 

② 4.9t×1.555 万㎞×0.079 ㎏‐CO2/t・㎞ 6.023t‐CO2 

範囲 

限定 

① 4.9t×1.2 万㎞×0.079 ㎏‐CO2/t・㎞ 4.648t‐CO2 

② 4.9t×0.9 万㎞×0.079 ㎏‐CO2/t・㎞ 3.486t‐CO2 

OK

社 

従来 
① 3.4t×0.24 万㎞×0.130 ㎏‐CO2/t・㎞ 1.062t‐CO2 

② 3.4t×1.336 万㎞×0.130 ㎏‐CO2/t・㎞ 5.912t‐CO2 

範囲 

限定 

① 3.4t×1.2 万㎞×0.130 ㎏‐CO2/t・㎞ 5.310t‐CO2 

② 3.4t×0.6 万㎞×0.130 ㎏‐CO2/t・㎞ 2.655t‐CO2 

備考 1：① …工事数が多い現場(年間工事数×頻度 80％×輸送回数 10 回×距離㎞) 

     ② …遠方の現場     (年間工事数×頻度 20％×輸送回数 10 回×距離㎞) 

備考 2：従来の輸送距離 …各茅葺業者の工事実績より 

図１０ 材料輸送時の年間トンキロ換算 CO2 排出量 

9.12 
8.14 

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

C
O

2排
出

量
[t

-C
O

2]

U社

6.97 
7.97 

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

C
O

2排
出

量
[t

-C
O

2]

OK社

   従来の年間 CO2 排出総量    輸送範囲を限定した年間 CO2 排出総量 


